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Ⅰ．基礎情報 
 

① 貴社自身の取引上の地位*に最も近いものをお答えください。【単一回答】 

*【例】企業A（完成品メーカー） → 企業B（1次下請） → 貴社（2 次下請） → 企業C（3 次下請） … 「2次下請」を選択 

1: 完成品メーカー 2: 1 次下請 3: 2 次下請 4: 3 次下請 5: 4 次以下の下請 6: あてはまる

ものはない 

 

② 貴社の資本金をお答えください（貴社単独での資本金額）。【単一回答】 

1: 1,000 万円以下 2: 1,000 万円超 5,000 万円以下 3: 5,000 万円超 1 億円以下 

4: 1 億円超 3 億円以下 5: 3 億円超 10 億円以下 6: 10 億円超 

 

③ 貴社の従業員数をお答えください（貴社単独での従業員数）。【単一回答】 

1: 5 人以下 2: 5 人超 20 人以下 3: 20 人超 50 人以下 

4: 50 人超 100 人以下 5: 100 人超 300 人以下 6: 300 人超 

 

④ 貴社の業種をお答えください。【単一回答】 

※複数ある場合は、売上げが最も多い業種を 1 つ選んでください。 

1: 建設業（ハウスメーカー） 2: 建設業（ハウスメーカー以外） 3: 食品製造業 

4: 繊維業 5: 建材・住宅設備業 6: パルプ・紙・紙加工品製造業 

7: 印刷業 8: 製薬産業 9: 化学産業（製薬産業以外） 

10: 鉄鋼業 11: 非鉄金属製造業 12: 金属製品製造業 

13: 機械製造業 14: 医療機器，介護・福祉用具製造業 15: 電機・情報通信機器製造業 

16: 自動車・自動車部品製造業 17: 造船業 18: 航空宇宙工業 

19: その他の製造業 20: 電気・ガス・熱供給・水道業 21: 通信業 

22: 放送コンテンツ業 23: 映像・音声・文字情報制作業 24: 情報サービス・ソフトウェア業 

25: トラック運送業 26: 運輸業，郵便業（ﾄﾗｯｸ運送業以外） 27: 卸売業 

28: 小売業 29: 物品賃貸業 30: 不動産管理業 

31: 専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業 32: 広告業 33: 宿泊業 

34: 飲食サービス業 35: 生活関連サービス業 36: 自動車整備業 

37: 警備業 38: その他のサービス業 39: その他（上記以外） 

 
⑤ 貴社は、下請取引適正化に関する以下の法令や取り組み等について御存知ですか。【複数回答可】 

1: 下請代金支払遅延等防止法 

（下請法） 

2: 下請中小企業振興法 

（振興基準） 

3: 業界毎の下請ガイドライン 

4: 業界団体の自主行動計画 5: 価格交渉促進月間（3 月・9 月） 6: パートナーシップ構築宣言 

7: 労務費の適切な転嫁のための価

格交渉に関する指針（労務費指針） 

8: 特定受託事業者に係る取引の

適正化等に関する法律（フリーラ

ンス法） 

 

 

⑥ 貴社の主要な取引先(※1)はパートナーシップ構築宣言(※2)を公表していますか。【単一回答】 
※1 年間の売上高の半数以上を占める取引先があれば、お答えください。ない場合は、「4」と回答してください。 
※2 「パートナーシップ構築宣言」は、サプライチェーンの取引先や価値創造を図る事業者の皆様との連携・共存共栄を進

めることで、新たなパートナーシップを構築することを、「発注者」側の立場から企業の代表者の名前で宣言するもの
です。｢パートナーシップ構築宣言｣を公表している登録企業リストはポータルサイトで確認することができます。 
https: //www.biz-partnership.jp/list.php 

1: 公表している 2: 公表していない 3: 分からない 4: 特定の主要な取引先はない 
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Ⅱ．販売先情報 
 

 継続取引をしている販売先のうち、取引金額が最も大きい販売先の業種を回答ください。 

【単一回答】 

1: 建設業（ハウスメーカー） 2: 建設業（ハウスメーカー以外） 3: 食品製造業 

4: 繊維業 5: 建材・住宅設備業 6: パルプ・紙・紙加工品製造業 

7: 印刷業 8: 製薬産業 9: 化学産業（製薬産業以外） 

10: 鉄鋼業 11: 非鉄金属製造業 12: 金属製品製造業 

13: 機械製造業 14: 医療機器，介護・福祉用具製造業 15: 電機・情報通信機器製造業 

16: 自動車・自動車部品製造業 17: 造船業 18: 航空宇宙工業 

19: その他の製造業 20: 電気・ガス・熱供給・水道業 21: 通信業 

22: 放送コンテンツ業 23: 映像・音声・文字情報制作業 24: 情報サービス・ソフトウェア業 

25: トラック運送業 26: 運輸業，郵便業（ﾄﾗｯｸ運送業以外） 27: 卸売業 

28: 小売業 29: 物品賃貸業 30: 不動産管理業 

31: 専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業 32: 広告業 33: 宿泊業 

34: 飲食サービス業 35: 生活関連サービス業 36: 自動車整備業 

37: 警備業 38: その他のサービス業 39: その他（上記以外） 

 

 取引金額が最も大きい販売先の資本金額をお答えください。【単一回答】 

1: 1,000 万円以下 2: 1,000 万円超 5,000 万円以下 3: 5,000 万円超 1 億円以下 

4: 1 億円超 3 億円以下 5: 3 億円超 10 億円以下 6: 10 億円超 

 

 取引金額が最も大きい販売先への依存度（取引シェア）※を回答ください。【単一回答】 

※依存度（取引シェア）＝最も多く取引している販売先への販売額 ÷ 総売上高 

1: 10%以下 2: 10%超～30% 3: 30%超～50% 4: 50%超～70% 5: 70%超～ 

 

 取引金額が最も大きい販売先との取引に係る内容（納期、支払条件、仕様等）に契約書等の書面は存

在しますか。【単一回答】 

1: 存在する 2: 存在しない 3: 分からない 

 
 貴社は、販売先をどのように呼んでいますか。最も多く使う呼び方をお答えください。 

【単一回答】 

1: 取引先（企業・会社） 2: 親会社・企業 3: お客様 

4: 委託元（企業・会社） 5: 販売先企業・会社 6: 発注元（企業・会社） 

7: パートナー企業・会社 8: 協力企業・会社 9: その他（        ） 

 

 貴社が常時取引している販売先の数をお答えください。【数値回答】 

貴社と常時取引（BtoB）をしている販売先数 

全      社 
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 受注側 27 で「4: 変更を希望しない」を回答した方にお伺いします。 

変更を希望しない理由は何ですか。【複数回答可】 

1: 資金繰りに問題がないため 

2: 販売先と継続して取引を行うため（現金化するまでの期間も販売先とやりとりができるため） 

3: 電子的決済手段を自ら使用することが難しいため 

4: 自身の仕入先（発注先）が電子的決済手段（約束手形で支払われるため）に対応しないため 

5: 現金以外の支払い手段の方が利便性が高いため 

6: 電子債権等の電子的決済手段に移行しても約束手形と何ら変わらないと感じているため 

7: これまでの慣習を変えるのは手間なため 

8: その他（                                        ） 

 

 受注側 23 で「1: 全て現金払い」“以外”を回答した方にお伺いします。 

支払手段が変更された際に、手数料分や金利分に関してどのような扱いとなったかお答えください。

【複数回答可】 

1：現金払いに変更した場合の振込

手数料分の負担はなかった（相手が

負担） 

2: 現金払いに変更した場合の振込

手数料分を自社が負担することに

なった（支払額から差引） 

3: 現金以外の手法を用いる事で発

生する料金（電債利用の手数料等）

を相手に負担してもらえることに

なった 

4: 現金以外の手法を用いる事で発

生する料金（電債利用の手数料等）

分を自社で負担することになった 

5: サイト短縮により従来より早期

に回収できるようになった（額の変

更なし） 

6: サイト短縮により従来より早期

に回収できることを踏まえた金額

分を差し引かれることになった 

7: 手形等で長いサイトへの変更を

受けた際に一定額割り増した金額

となった 

8: 手形等で長いサイトへの変更を

受けたが金額に変更はなかった 

9:その他 

（             ） 

 

 

■約束手形に関する質問 

 貴社は 2026 年に約束手形の利用の廃止に向けた取組を促進する旨*が閣議決定されている事を御存知

ですか。【単一回答】 

*下請法に定める振興基準では、「令和 8(2026)年の約束手形の利用の廃止に向けた取組を促進する旨、

閣議決定されていること等に十分留意しつつ、約束手形は出来る限り利用しないように努めるものと

する。」とされています。 

1: 知っている 2: 知らなかった 

 

 

■支払手段に関する質問 
 自社からの支払いで最も多い手段とサイトをお答えください。【単一回答】 

①手段 

1: 約束手形 2: 電子債権 3: 一括決済方式（ファクタリング） 4: 現金 

 

②サイト 

1: 30 日(1 ヶ月)以内 2: 60 日(2 ヶ月)以内 3: 90 日(3 ヶ月)以内 

4: 120 日(4 ヶ月)以内 5: 120 日(4 ヶ月)超  
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Ⅵ．知的財産等への対応 
 

 貴社の保有する知的財産権等*を保護するための対応を行っていますか。【単一回答】 

*知的財産権及び技術上又は営業上の秘密等（ノウハウ、金型・設計図・図面等） 

1:実施中 2:実施予定 3:未実施 4:知的財産権等を有しているか分からない 

 

 貴社には知的財産権等を管理するための体制はありますか。【複数回答可】 

1: 専門部署を設置している 2: 専任の担当者を設置している 3: 兼任の担当者を設置している 

4: 体制はない 5: その他（        ）  

 

 貴社の知的財産権等を保護するために、具体的にどのような対策をしていますか。【複数回答可】 

1: 特許等の出願・登録 

→受注側 36 へ 

2: ノウハウの営業秘密とし

ての管理 

→受注側 36 へ 

3: 取引先企業から手交された 

契約書案の内容確認 

→受注側 36 へ 

4: 公平な契約を結ぶための交渉 

→受注側 36 へ 

5: 特に対策はしていない 

→受注側 35 へ 

6: その他（          ） 

→受注側 36 へ 

 

 受注側 34 で「5: 特に対策はしていない」と回答した方にお伺いします。 

対策していない理由をお答えください。【複数回答可】 

1: 取引先企業を信頼しており、知的財産権等を侵害されるおそれはないと考えているため 

2: 過去に知的財産権等を侵害されたことがなく、対策は必要ないと考えているため 

3: かつては対策を講じていたが、取引先企業との間では効果がなく、諦めを感じてしまったため 

4: どのように対策をしたらよいか分からないため 

5: その他（                                       ） 

 

 直近 1 年間で、知的財産権等を含んだ取引において取引先企業から受けたことのある行為について、

あてはまるものを選んでください。【複数回答可】 

1: 秘密保持契約の締結に応じてもらえない、又は自社に不利な秘密保持契約の締結を強制される 

2: 契約書の修正協議に応じてもらえない 

3: 秘密保持契約締結前に、自社の営業上の秘密の開示を強要される 

4: 知的財産に適切な対価を支払ってもらえていない 

5: 工場監査・品質保証の際に、事前に目的と監査事項を教えてもらえない、又はその目的を達成するために

必要な範囲を超えて、ノウハウや技術上・営業上の秘密情報の提供を要請される 

6: 取引先企業と共同で開発した発明等の権利の帰属について、自社の寄与度に関係なく一方的に取引先のみ

の帰属とされる 

7: その他（                                      ） 
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Ⅶ．働き方改革への対応 
 

 販売先は発注を行う際、貴社の働き方に配慮した発注を行っているかお答えください。 

【単一回答】 

1: 配慮されている 2: 配慮されていない 3: その他（            ） 

 

 直近 1 年間で、販売先が実施した働き方改革に関する対応*の結果、受けた影響についてあてはまるも

のを選んでください。【複数回答可】 

*時間外労働の上限規制に関する対応、年次有給休暇の時季指定に関する対応、同一労働同一賃金に関する対応 

1: 特に影響はない 2: 急な仕様変更への対応の増加 

3: 短納期での発注の増加 4: 検収の遅れ 

5: 支払決済処理のズレによる入金の遅れ 6: 従業員派遣を要請 

7: 発注業務の拡大・営業時間の延長 8: 祝休日出勤の増加  

9: その他（                                        ） 

 

 直近 1 年間で、販売先が実施した働き方改革に関する対応*の結果、短納期発注や急な仕様変更などを

行った場合、適正なコストを発注側企業（販売先）が負担しましたか。【単一回答】 

*時間外労働の上限規制に関する対応、年次有給休暇の時季指定に関する対応、同一労働同一賃金に関する対応 

1: 全て販売先が負

担してくれた 

（100%） 

2: 多くを販売先が

負担してくれた 

（99～81%） 

3: 一部を販売先が

負担してくれた 

（80～41%） 

4: 販売先はあまり

負担しなかった 

（40～1%） 

5 販売先は負担しな

かった 

（0%） 

 

  








